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化学物質による業務上災害が発生しているが、防止
の取り組みと今後の化学物質対策の動向をみる。
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Ⅰ．職場の有害要因



Ⅱ.労働衛生の３管理

労働衛生の３管理とは、作業環境管理、
作業管理及び健康管理の３管理をいう。

化学物質による健康障害は

①健康障害は職場環境中の化学物質

曝露によって起こる。

②化学物質の健康障害リスク

＝気中濃度×取扱時間×毒性



作業環境管理とは、作業環境中の有害因子の状態

を把握して、できるかぎり良好な状態で管理してい
くこと。作業環境中の有害因子の状態を把握するに
は、作業環境測定が行われる。

作業管理とは、環境を汚染させないような作業方
法や、有害要因のばく露や作業負荷を軽減するよう
な作業方法を定めて、それが適切に実施させるよう
に管理することで、改善が行われるまでの間の一時
的な措置として保護具を使用させることなども含ま
れる。

健康管理とは、労働者個人個人の健康の状態を健
康診断により直接チェックし、健康の異常を早期に
発見したり、その進行や増悪を防止したり、さらに
は、元の健康状態に回復するための医学的及び労務
管理的な措置をすること。



１. 1,2-ジクロロプロパンによる胆管がんの発生

大阪の校正印刷会社で胆管癌が多発。

校正印刷とは 本印刷する前に、色の具合を調整する「試し
刷り」を行う。

校正印刷では、印刷機についたインキを落とすため、洗浄剤
を用いて繰り返し洗浄をおこなう。

地下１階作業場の床の吸込口（屋外に排気）したが、 柱の
吸込口は全ての空気が循環し戻ってくるので活性炭で吸着し
ていたが、活性炭は１日で破過し、交換されていなかった。

この会社では、労働者に防毒マスクを支給していなかった。

若い人は、胆管癌になることは殆どないが、この会社では発
生確率が異常に高かった。同じ職場で、同じ疾病が発生した
場合は、化学物質の関与を疑う必要がある。⇒特化物に指定

2014年10月、労働安全衛生法違反（産業医未選任、衛生管理
者未選任、衛生委員会未設置）によるもの。社長らは、10月
21日に罰金を各50万円を支払い（会社・社長）。また、民事
では、それぞれに１千万円超の補償金を支払うことで和解。

Ⅲ．化学物質のリスクアセスメント義務化の経緯



大阪の印刷会社 労災発生の経緯

1969年 創業

1991年 現在の会社ビル建設。校正印刷作業場は地下1階。
洗浄剤1,2-ジクロロプロパン、ジクロルメタンを使用。

1996年 １人目が発症（在職者）

1997年 ２人目が発症（在職者）

1999年 ３人目が発症（退職者）

2003年 ４人目が発症（在職者）

2004年 ５人目が発症（在職者）

2006年 ６人目が発症（退職者）

2007年 ７人目（在職者）、８人目（退職者）発症

2009年 ９人目（退職者）、10人目（在職者）発症

2010年 11人目（在職者）、12人目（在職者）、13人目発症

2012年 14人目、15人目、16人目（いずれも在職者）発症(５月新聞発表）

2013年 17人目（退職者）発症

発症：肝内・肝外胆管がん



全日本民医連ＨＰより

がんのり患確率は？
一生涯に？割
死亡は？割

２５歳～４５歳で発生
明らかに異常



• 染料や顔料の原料となる化学物質を製造する工場。

• 40人の従業員のうち5人が膀胱がんを発症。（2015
年12月） 5人は40代前半～50代後半、勤続18～24年

• この工場では、使用済の有機溶剤を再生（蒸留）し、
再利用していた。再生（蒸留）有機溶剤に、オルト
トルイジンが不純物として残留。

• 聞き取り調査の結果、多くの労働者が「再生有機溶
剤」で 自分のゴム手袋を洗浄していたことが判明。

• 薄手の手袋の着用者は経皮吸収による皮膚からの吸
収がなかった。

• 災害防止には、保護具に関する知識が重要。

• ９事業所で計20人（2016年6月2日の報道）

２．オルト-トルイジンによる膀胱がんの発生



がんの部位別にみた死亡についての相対危険度（日本）
（非喫煙者を１とした時の喫煙者の危険度）

① 喫煙男性は、非喫煙者に比べて肺がんによる死亡率が４.８倍、喫煙女性は３．９倍

② 肺がん以外の多くのがんについても、男性・女性とも、喫煙による危険性が増大
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厚労省パンフレット

Ｈ２９年３月１日施行

６７４

１２３

令和3年４月1日現在溶接ヒューム

約７万物質

溶接ヒュームは
いずれも不要

４．化学物質のリスクアセスメントの義務化



５．安全データシート（ＳＤＳ）交付義務・掲示義務

（法令等の周知）

第百一条 ・・・略

４ 事業者は、第５７条の２第１項又は第２項
の規定により通知された事項を、化学物質、化学
物質を含有する製剤その他の物で当該通知された
事項に係るものを取り扱う各作業場の見やすい場
所に常時掲示し、又は備え付けることその他の厚
生労働省令で定める方法により、当該物を取り扱
う労働者に周知させなければならない。

ＳＤＳ交付義務対象物質



Ⅳ．化学物質の有害性リスクアセスメント支援ツール





(調査の結果等の周知)

第三十四条の二の八 事業者は、調査を行つたときは、次に
掲げる事項を、前条第二項の調査対象物を製造し、又は取り
扱う業務に従事する労働者に周知させなければならない。

一 当該調査対象物の名称

二 当該業務の内容

三 当該調査の結果

四 当該調査の結果に基づき事業者が講ずる労働者の危険又
は健康障害を防止するため必要な措置の内容

２ 前項の規定による周知は、次に掲げるいずれかの方法に
より行うものとする。

一 当該調査対象物を製造し、又は取り扱う各作業場の見や
すい場所に常時掲示し、又は備え付けること。

二 書面を、当該調査対象物を製造し、又は取り扱う業務に
従事する労働者に交付すること。

三 磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記
録し、かつ、当該調査対象物を製造し、又は取り扱う各作業
場に、当該調査対象物を製造し、又は取り扱う業務に従事す
る労働者が当該記録の内容を常時確認できる機器を設置する
こと。



Ⅴ．特定化学物質の法改正（溶接ヒュームの追加について）

厚生労働省リーフレットより































Ⅵ．石綿関係の法改正















（PL3・PS3）



Ⅶ．化学物質政策の今後の動向

労働環境において考えられる有害要因を予測し，測定し，
評価し，さらに制御できる能力および技術を有する専門職

厚生労働省資料より（化学物質規制の
見直しについて）

























Ⅷ．当面の労働安全衛生規則の改正





























ご清聴有難うございました。
デュランタ宝塚


